
平成25年10月1日の記者会見で、安倍 晋三首相が平成26年4月1日から消費税率を8%へ引
き上げることを表明しました。

平成24年8月22日に公布された「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革
を行うための消費税法の一部を改正する等の法律（以下、「改正消費税法」）」において、平
成26年4月1日からの消費税率の引上げが規定されていたものの、改正消費税法内に含まれ
る景気弾力条項により引上げ施行の停止措置の可能性がありました。

具体的には、消費税率の引上げは経済状況を好転させることを条件として実施するため、消
費税率の引上げ施行前に、名目及び実質の経済成長率、物価動向等、種々の経済指標を確認
し、経済状況等を総合的に勘案した上で、引上げ施行の停止を含めた所要の措置を講ずるこ
とが明記されていました。

今回の会見において、景気弾力条項による引上げ施行の停止措置が行われないことが明言
され、平成26年4月1日から消費税率が8%へ引き上げられることが確定しました。

消費税率の段階的引上げと実施時期
消費税の税率が、平成26年4月1日より8%（地方消費税1.7%含む）に引き上げられることが
確定しました。さらに、平成27年10月1日からは、10%（地方消費税2.2%含む）に引き上げら
れる予定です。

10%への引上げについて
平成27年10月1日から消費税率が10%へ引き上げられることについても改正消費税法に 
規定されていますが、8%への消費税率引上げ時と同様に、景気弾力条項により経済状況等
を総合的に勘案した上で、引上げ施行の停止を含めた所要の措置を講ずることとされてい 
ます。

消費税率の引上げ決定
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経過措置
8%への消費税率引上げが確定したことにより、消費税率引上げに伴う経過措置の適用に留意が必要です。施行日以後も引き
続き5%が適用される主な経過措置は次のとおりです。この他にも所要の経過措置が設けられていますので、詳細は担当者ま
でご連絡ください。

1.  指定日（平成25年10月1日）がポイントとなる 
経過措置

① 工事の請負等に関する経過措置
平成8年10月1日から指定日の前日までの間に締結した工
事に係る請負契約等に基づき、施行日以後に行う課税資
産の譲渡等

② 資産の貸付けに関する経過措置
平成8年10月1日から指定日の前日までの間に締結した
資産の貸付けに係る契約に基づき、施行日前から同日以
後引き続き貸付けを行っている場合における、施行日以
後の当該資産の貸付け

③ 予約販売に係る書籍等に関する経過措置
指定日前に締結した不特定多数の者に対する定期継続供
給契約に基づき譲渡される書籍等に係る対価を施行日前
に領収している場合で、その譲渡が施行日以後に行われる
もの

④ 通信販売に関する経過措置
通信販売の方法により商品を販売する事業者が、指定日
前にその販売価格等の条件を提示し、又は提示する準備
を完了した場合において、施行日前に申込みを受け、提示
した条件に従って施行日以後に行われる商品の販売

2.  施行日（平成26年4月1日）がポイントとなる 
経過措置

① 旅客運賃等に関する経過措置
施行日以後に行う旅客運送の対価や映画・演劇を催す場
所、競馬場、競輪場、美術館、遊園地等への入場料金等の
うち、施行日前に領収しているもの

② 電気料金等に関する経過措置
継続供給契約に基づき、施行日前から継続して供給して
いる電気、ガス、水道、電話に係る料金等で、施行日から
平成26年4月30日までの間に料金の支払いを受ける権利
が確定するもの

③ 特定新聞等に関する経過措置
不特定多数の者に週、月、その他の一定の期間を周期とし
て定期的に発行される新聞又は雑誌で、発行者が指定す
る発売日が施行日前であるもののうち、その譲渡が施行
日以後に行われるもの

④ 長期割賦販売等に関する経過措置
施行日前に長期割賦販売等が行われる場合における、 
当該長期割賦販売等に係る賦払金の支払期日が、施行日
以後に到来するもの


